
９
月
定
例
会
付
託
議
案
審
査

議
第
28
号
「
三
原
市
本
郷
生
涯

学
習
セ
ン
タ
ー
設
置
及
び
管
理

条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
」

【
要
旨
】
豪
雨
災
害
に
よ
り

休
館
と
な
っ
て
い
る
本
郷
公

民
館
の
機
能
を
補
う
た
め
、

三
原
市
本
郷
生
涯
学
習
セ
ン

タ
ー
の
ギ
ャ
ラ
リ
ー
を
3
室

の
研
修
室
に
改
修
し
、
施
設

の
使
用
料
の
整
理
を
行
う
た

め
、条
例
を
改
正
す
る
も
の
。

議
第
31
号
「
三
原
市
印
鑑
登
録

及
び
証
明
に
関
す
る
条
例
の
一

部
改
正
に
つ
い
て
」

【
要
旨
】
住
民
基
本
台
帳
法

施
行
令
の
一
部
改
正
に
伴

い
、
本
人
か
ら
の
届
け
出
に

よ
っ
て
住
民
票
に
旧
氏
を
記

載
す
る
こ
と
に
よ
り
、
旧
氏

で
の
印
鑑
登
録
及
び
印
鑑
登

録
証
明
書
の
交
付
を
可
能
に

す
る
た
め
、
条
例
を
改
正
す

る
も
の
。

議
第
32
号
「
甲
世
衛
生
組
合
の

解
散
に
つ
い
て
」
議
第
33
号

「
甲
世
衛
生
組
合
の
解
散
に
伴

う
財
産
処
分
に
つ
い
て
」
議
第

34
号
「
甲
世
衛
生
組
合
の
解
散

に
伴
う
事
務
の
承
継
並
び
に

決
算
の
審
査
及
び
認
定
に
つ
い

て
」

【
要
旨
】
議
第
32
号
か
ら
議

第
34
号
は
、
い
ず
れ
も
固
形

燃
料
化
施
設
で
あ
る
エ
コ
ワ

イ
ズ
セ
ン
タ
ー
の
稼
動
終
了

に
伴
い
、
甲
世
衛
生
組
合
の

解
散
、
財
政
調
整
基
金
の
分

配
、
及
び
財
産
の
処
分
、
並

び
に
世
羅
町
が
同
組
合
の
事

務
を
承
継
し
、
決
算
の
審

査
、
及
び
認
定
を
行
う
に
あ

た
り
、
世
羅
町
と
尾
道
市
と

協
議
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、

議
会
の
議
決
を
求
め
る
も

の
。

【
主
な
質
疑
の
内
容
】

問
甲
世
衛
生
組
合
の
解
散

に
伴
い
、
整
理
さ
れ
る
財
産

の
内
容
及
び
負
債
の
有
無

は
。

答
財
産
は
財
政
調
整
基
金

と
し
て
、
現
在
１
０
０
２
万

７
千
円
の
残
高
、
3
筆
で
計

６
２
５
０
・
72
㎡
の
土
地
、

エ
コ
ワ
イ
ズ
セ
ン
タ
ー
が
利

用
さ
れ
る
以
前
に
旧
世
羅
郡

の
３
町
で
使
用
し
て
い
た
焼

却
施
設
で
あ
る
「
美
化
セ
ン

タ
ー
」
が
あ
る
。

　

財
政
調
整
基
金
に
つ
い
て

は
、
最
終
的
な
残
高
を
構
成

市
町
が
今
年
度
ま
で
の
負
担

割
合
に
応
じ
て
分
配
し
、
土

地
は
世
羅
町
に
帰
属
さ
せ
、

「
美
化
セ
ン
タ
ー
」
は
今

後
、
世
羅
町
に
お
い
て
の
活

用
も
し
く
は
処
分
が
検
討
さ

れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

さ
ら
に
負
債
に
つ
い
て

は
、
エ
コ
ワ
イ
ズ
セ
ン
タ
ー

の
建
設
時
に
起
債
し
、
借
り

入
れ
を
行
っ
た
経
緯
は
あ
る

が
、 

平
成
24
年
度
を
も
っ
て

償
還
が
完
了
し
て
お
り
、
現

在
は
負
債
は
な
い
。

【
採
決
】

　

採
決
の
結
果
、
議
第
28
号

ほ
か
６
件
に
つ
い
て
全
員
一

致
、
提
案
理
由
を
了
と
し
、

各
案
は
、
原
案
ど
お
り
可
決

し
た
。

厚
生
文
教
委
員
会

９
月
定
例
会
付
託
議
案
審
査

議
第
22
号
「
三
原
市
会
計
年
度

職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
条
例

制
定
に
つ
い
て
」
議
第
23
号
地

方
公
務
員
法
及
び
地
方
自
治
法

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施

行
に
伴
う
関
係
条
例
の
整
備
に

関
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て
」

【
要
旨
】
臨
時
・
非
常
勤
職

員
に
つ
い
て
、
適
正
な
任
用

や
勤
務
条
件
を
統
一
的
か
つ

明
確
に
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
た
「
地
方
公
務
員
法
及
び

地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
」
が
来
年
４
月
１

日
に
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
伴

い
、
新
た
に
創
設
さ
れ
る
会

計
年
度
任
用
職
員
の
給
与
等

に
関
し
て
必
要
な
事
項
を
規

定
す
る
と
と
も
に
、
関
係
条

例
の
規
定
を
整
備
し
よ
う
と

す
る
も
の
。

【
主
な
質
疑
の
内
容
】

問
会
計
年
度
任
用
職
員
の

任
用
期
間
と
、
こ
れ
ま
で
更

新
時
に
条
件
と
さ
れ
て
い
た

空
白
期
間
の
見
直
し
は
あ
る

の
か
。

答
新
制
度
に
よ
り
会
計
年

度
任
用
職
員
に
移
行
す
る
臨

時
的
任
用
職
員
に
つ
い
て

は
、
こ
れ
ま
で
再
び
任
用
す

る
際
に
条
件
と
し
て
い
た
、

い
わ
ゆ
る
空
白
期
間
は
な
く

な
る
。

問
会
計
年
度
任
用
職
員
の

任
期
を
更
新
す
る
際
の
選
考

方
法
は
。

答
採
用
及
び
任
期
の
更
新

時
に
は
、
採
用
数
を
確
保
す

る
観
点
か
ら
も
、
採
用
及
び

更
新
を
希
望
す
る
方
の
負
担

に
な
ら
な
い
よ
う
な
方
法
を

検
討
し
た
い
。

議
第
27
号
「
財
産
の
取
得
に

つ
い
て
」

【
要
旨
】
市
立
学
校
で
使
用

す
る
ノ
ー
ト
型
パ
ソ
コ
ン
２

８
１
台
を
、
取
得
価
格
２
２

５
６
万
４
３
０
０
円
で
、
令

和
元
年
12
月
27
日
を
納
期
と

し
て
取
得
す
る
こ
と
に
つ
い

て
、
議
会
の
議
決
を
求
め
よ

う
と
す
る
も
の
。

【
主
な
質
疑
の
内
容
】

常
任
委
員
会
報
告

総
務
財
務
委
員
会

問
市
立
学
校
で
使
用
す
る

ノ
ー
ト
型
パ
ソ
コ
ン
を
調
達

す
る
に
あ
た
り
、
２
度
の
競

争
入
札
が
不
調
と
な
り
、
最

低
価
格
を
提
示
し
た
業
者
と

随
意
契
約
を
結
ぶ
こ
と
に

な
っ
て
い
る
が
、
取
得
価
格

の
妥
当
性
や
競
争
性
が
確
保

さ
れ
て
い
る
の
か
。

答
市
内
15
業
者
を
対
象
と

す
る
一
般
競
争
入
札
を
行
っ

た
こ
と
で
、
競
争
性
は
確
保

さ
れ
た
と
考
え
て
い
る
。
ま

た
、
最
低
価
格
を
提
示
し
た

業
者
か
ら
見
積
書
を
徴
収
し

た
結
果
、
価
格
が
、
過
去
の

同
案
件
等
を
参
考
に
設
定
す

る
予
定
価
格
内
に
収
ま
っ
た

こ
と
か
ら
、
取
得
価
格
の
妥

当
性
も
確
保
さ
れ
て
い
る
。

【
採
決
】

　

採
決
の
結
果
、
議
第
22
号

ほ
か
５
件
に
つ
い
て
全
員
一

致
、
提
案
理
由
を
了
と
し
、

各
案
は
、
原
案
ど
お
り
可
決

し
た
。

旧氏を併記した印鑑証明書のイメージ図
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ゆめきゃりあセンター

９
月
定
例
会
付
託
議
案
審
査

議
第
35
号
「
三
原
市
下
水
道

事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条

例
制
定
に
つ
い
て
」

【
要
旨
】
人
口
３
万
人
以
上

の
市
区
町
村
の
下
水
道
事
業

に
つ
い
て
、
平
成
31
年
度
末

ま
で
に
公
営
企
業
会
計
へ
移

行
す
る
よ
う
国
か
ら
要
請
が

あ
っ
た
こ
と
に
伴
い
、
本
市

の
下
水
道
事
業
に
公
営
企
業

会
計
を
導
入
す
る
た
め
に
、

地
方
公
営
企
業
法
に
基
づ
く

財
務
規
定
等
の
適
用
に
必
要

な
事
項
を
規
定
す
る
条
例
を

制
定
し
よ
う
と
す
る
も
の
。

【
主
な
質
疑
の
内
容
】

問
公
営
企
業
会
計
の
移
行

に
伴
う
今
後
の
下
水
道
使
用

料
の
料
金
体
系
は
ど
う
な
る

の
か
。

答
現
在
策
定
中
の
経
営
戦

略
に
お
い
て
来
年
度
の
料
金

体
系
を
改
定
す
る
考
え
は
な

い
が
、
将
来
的
な
可
能
性
を

否
定
す
る
も
の
で
は
な
い
。

議
第
36
号
「
三
原
市
ゆ
め

き
ゃ
り
あ
セ
ン
タ
ー
設
置
及

び
管
理
条
例
の
廃
止
に
つ
い

て
」 経

済
建
設
委
員
会

【
要
旨
】
平
成
23
年
に
市
が

独
立
行
政
法
人
雇
用
・
能
力

開
発
機
構
か
ら
取
得
し
、
在

職
者
、
求
職
者
等
の
職
業
的

能
力
の
開
発
及
び
向
上
を
目

的
と
し
て
運
営
し
て
き
た
ゆ

め
き
ゃ
り
あ
セ
ン
タ
ー
の
機

能
を
廃
止
す
る
た
め
、
当
該

施
設
の
設
置
及
び
管
理
条
例

の
廃
止
を
し
た
い
と
す
る
も

の
。

【
主
な
質
疑
の
内
容
】

問
ゆ
め
き
ゃ
り
あ
セ
ン

タ
ー
と
し
て
の
機
能
を
廃
止

し
た
後
の
活
用
予
定
は
。

答
現
在
は
災
害
復
旧
工
事

を
行
う
た
め
に
敷
地
の
一
部

を
貸
し
付
け
て
い
る
が
、
来

年
、
広
島
県
主
催
で
開
催
が

予
定
さ
れ
て

い
る
イ
ベ
ン

ト
会
場
の
候

補
地
と
し
て

打
診
が
あ

り
、
当
面

は
、
開
催
に

向
け
た
協
議

を
進
め
た
い

と
考
え
て
い

る
。
ま
た
、

市
内
の
団
体

か
ら
譲
渡
希

望
の
意
向
も

受
け
て
い
る

が
、
現
状
で

問
水
道
料
金
の
改
定
に
よ

る
効
果
は
。

答
平
成
30
年
７
月
豪
雨
災

害
に
よ
る
水
道
料
金
の
減
免

及
び
水
需
要
の
減
少
等
を
考

慮
し
た
上
で
試
算
し
た
と
こ

ろ
、
料
金
改
定
に
伴
う
収
入

は
、
約
５
億
２
千
万
円
、
約

25
・
５
％
増
加
し
た
。

問
豪
雨
災
害
が
企
業
経
営

に
及
ぼ
し
た
影
響
と
更
な
る

料
金
改
定
の
可
能
性
は
。

答
応
急
給
水
活
動
な
ど
の

災
害
対
応
と
被
災
施
設
の
復

旧
工
事
に
要
し
た
経
費
と
し

て
、
約
２
億
８
千
万
円
の
支

出
が
あ
っ
た
。
こ
の
支
出
額

は
料
金
収
入
の
約
１
カ
月
分

程
度
で
あ
り
、
昨
年
、
策
定

し
た
三
原
市
水
道
事
業
経
営

戦
略
の
計
画
期
間
10
年
の
中

で
、
十
分
に
吸
収
で
き
る
と

思
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、
現
時

点
で
は
、
料
金
改
定
は
考
え

て
い
な
い
。

問
こ
の
度
の
水
道
料
金
の

改
定
に
よ
っ
て
、
１
カ
月
10

㎥
の
水
量
を
越
え
な
い
範
囲

で
使
用
し
て
い
た
市
民
の
負

担
が
約
１
・
７
倍
に
増
加
し

て
い
る
実
態
が
あ
る
。
料
金

体
系
の
見
直
し
や
低
所
得
者

等
に
対
す
る
福
祉
減
免
等
を

行
う
考
え
は
な
い
か
。

答
使
用
水
量
が
10
㎥
に
満

た
な
い
使
用
者
も
多
く
、
水

道
料
金
の
公
平
性
を
保
つ
観

点
か
ら
、
基
本
水
量
制
を
廃

止
し
た
も
の
で
あ
り
、
改
定

し
た
料
金
体
系
を
再
び
見
直

す
考
え
は
な
い
。
ま
た
、
水

道
事
業
は
独
立
採
算
制
で
運

営
し
て
い
る
企
業
で
あ
り
、

特
定
の
市
民
を
対
象
と
し
た

減
免
を
独
自
に
行
う
こ
と
は

で
き
な
い
た
め
、
低
所
得
者

等
に
対
す
る
福
祉
施
策
は
全

庁
的
な
課
題
と
し
て
取
り
組

む
必
要
が
あ
る
。

討
論
・
採
決

反
対
討
論

　

当
該
年
度
の
決
算
は
、
平

均
28
・
７
％
と
い
う
大
幅
な

料
金
改
定
を
含
む
も
の
で
あ

る
が
、
値
上
げ
を
回
避
す
る

対
策
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た

経
緯
は
な
く
、
水
道
料
金
の

値
上
げ
に
よ
っ
て
、
市
民
生

活
が
圧
迫
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
理
由
に
、
決
算
認
定
に
反

対
す
る
。

【
採
決
】

　

本
案
は
賛
成
多
数
を
も
っ

て
、
可
決
及
び
認
定
し
た
。

決
算
特
別
委
員
会（
質
疑
の
抜
粋
）

決
算
特
別
委
員
会
の
概
要

　

決
算
特
別
委
員
会
で
は
、平
成
30
年
度
三
原
市
水
道
事
業
会
計
利
益
の
処
分
及
び
決
算
の
認

定
に
つ
い
て
審
査
を
行
い
、認
定
し
ま
し
た
。

　

水
道
事
業
は
、昨
年
の
７
月
豪
雨
災
害
に
よ
り
被
災
し
た
施
設
の
復
旧
事
業
を
含
ん
だ
決
算

と
な
っ
て
お
り
、給
水
収
益
に
つ
い
て
は
、水
道
料
金
の
一
律
減
免・被
災
者
減
免
を
実
施
し
た
た
め
、

約
１
億
円
の
減
収
と
な
っ
た
。ま
た
、老
朽
化
し
た
施
設
の
更
新
や
耐
震
化
に
多
額
の
費
用
を
要

す
る
こ
と
に
加
え
、被
災
し
た
水
道
施
設
の
復
旧・
復
興
費
用
も
要
す
る
中
、よ
り
一
層
、健
全
で

安
定
し
た
事
業
の
経
営
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

は
譲
渡
に
際
し
て
は
、
そ
の

利
用
が
公
用
、
公
共
の
目
的

に
限
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
譲

渡
希
望
者
の
事
業
内
容
等
を

精
査
す
る
と
と
も
に
、
市
が

譲
渡
を
受
け
た
際
に
建
物
の

撤
去
に
か
か
る
費
用
に
つ
い

て
、
減
免
措
置
を
受
け
て
い

る
こ
と
や
、
鑑
定
評
価
に
よ

る
適
正
な
売
却
価
格
の
設
定

に
配
慮
す
る
な
ど
、
総
合
的

に
判
断
し
て
い
き
た
い
。

【
採
決
】

　

採
決
の
結
果
、
全
員
一

致
、
提
案
理
由
を
了
と
し
、

各
案
は
、
原
案
ど
お
り
可
決

し
た
。
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